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ＤＰＣ対象病院の病床数変更に係る報告について 
 

１．概要 

 

〇 ＤＰＣ制度においては、ＤＰＣ対象病院に一定程度（※）の病床数の変更の予定があ

り、変更後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、ＤＰＣ制度への継続参

加の可否について中央社会保険医療協議会において審査及び決定することとなってい

る。 

 
 （※）変更年度の前年度 10月 1日時点における対象病床数を基準として 

  ・合計 200床以上の増減があった場合 

  ・２倍以上又は２分の１以下となる場合 

 

〇 今回は１件の病床数の変更案件について、ＤＰＣ合併・退出等審査会において審査 

を行い、承認とされた。 

  

中 医 協  総 － ３ 

５ ． １ ０ ． １ ８ 
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２．個別審査案件 
 

（１）社会医療法人社団埼玉巨樹の会 所沢明生病院 

〇 当該病院より、令和５年 11月 25日に病床数を変更し、変更後も、ＤＰＣ制度

へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象病院等の対象病床数変更

に係る申請書」が提出された。 

〇 病院から提出された病床数の変更に係る「申請書」で確認した病床数変更後の

状況は以下の表のとおりである。 
 

 変更前病院 変更後病院 

保険医療機関コード ０１１５９５４ 未定 

保険医療機関名称（予定） 社会医療法人社団埼玉巨樹の会 

所沢明生病院 

社会医療法人社団埼玉巨樹の会 

所沢美原総合病院 

開設者（予定） 瓜
うり

生田
う だ

 曜造
ようぞう

 変更無 

保険医療機関の所在地 埼玉県所沢市山口 5095 埼玉県所沢市美原町 2丁目 2934-3 

所属する医療圏（予定） 埼玉県西部医療圏 変更無 

総病床数（予定） ５０ ２２１ 

対象病床数（予定） ５０ ２２１ 

 

 
（内訳） 

急性期一般入院料１    45床 

ハイケアユニット入院２  5床 

急性期一般入院料１   197床 

特定集中治療室３     8床 

ハイケアユニット入院２   16床 

診療科目数（予定） 14 20 

主たる診療科目（予定） 
外科 

外科、脳神経外科、心臓血管外

科、循環器内科 

入院中の患者の引き継ぎ 
有 有 

病院職員（医師、看護師

等）の引き継ぎ 
有 有 

届出（予定）入院基本料 急性期一般入院料１ 変更無 

診療録管理体制加算の届出 有 変更無 

コーディング委員会の設置

（予定） 
有 変更無 

直近１年間の継続したＤＰ

Ｃデータの提出 
有 － 

直近１年間のデータ／病床

比１ヶ月あたり 
０．８７５以上 － 
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〇 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

社会医療法人社団埼玉巨樹の会

所沢明生病院 

埼玉県所沢市山口

5095 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める 

 

  



 

 

4 
 

令和４年３月 25日保医発第 0325第４号 

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（抜粋） 

 

第１ ３ ＤＰＣ対象病院の合併、分割又は病床数の変更について 

（１）（略）  

（２)（略） 

(３) ＤＰＣ対象病院の病床数の変更について 

上記(１)又は(２)の場合を除き、ＤＰＣ対象病院等が、第１の(２)の④イに規定

する病床数（以下「対象病床数」という。）に変更の予定があり、変更後もＤＰＣ制

度への継続参加を希望している場合であって、以下のいずれかに該当する場合、変

更年月日（予定を含む。）の６か月前までに、別紙６「ＤＰＣ対象病院等の対象病床

数変更に係る申請書」及び別紙７「ＤＰＣ対象病院等の対象病床数変更に係る申請

書（別紙）」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提

出すること。 

・ 変更年度（予定を含む。以下同じ。）の前年度 10月１日時点における対象病床

数を基準として、合計 200床以上の対象病床数の増減があった場合 

・ 変更年度の前年度 10 月１日時点における対象病床数を基準として、対象病床

数が２倍以上又は２分の１以下となる場合 

ただし、対象病床数が０となる場合は、退出としての取扱いを優先する。 

(４) 合併、分割又は対象病床数の変更を行うＤＰＣ対象病院等については、上記(１)、

(２)又は(３)の規定に基づく申請書を提出する場合に該当するか否かにかかわらず、

ＤＰＣ制度への継続参加を希望する場合は、原則として以下の基準を満たしているこ

と。 

① 合併の場合は、合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

② 申請の直近１年以上、継続してデータが提出されていること。 

③ 申請の直近１年の（データ／病床）比が１月あたり 0.875以上であること。 

(５) 合併、分割又は対象病床数の変更に係る申請の審査等について 

上記(１)の申請書が提出された場合は、上記(４)に掲げる基準及び申請書の記載内容

からＤＰＣ制度への継続参加の可否について厚生労働省保険局医療課において確認

し、その結果について、中央社会保険医療協議会へ報告するものとする。 

また、上記(２)又は(３)の申請書が提出された場合は、上記(４)に掲げる基準及び申

請書の記載内容からＤＰＣ制度への継続参加の可否について中央社会保険医療協議会

において審査及び決定することとする。 

いずれの場合であっても、申請が認められた場合は、合併、分割又は対象病床数の変

更後もＤＰＣ対象病院としてＤＰＣ制度に継続参加するものとする。 

(６) 申請が認められなかった場合について 

上記(１)、(２)又は(３)に係る申請が認められなかった病院は、合併、分割又は対象

病床数の変更年月日にＤＰＣ制度から退出するものとする。この場合、当該病院は別紙
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８「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生

労働省保険局医療課長に提出すること（合併、分割又は対象病床数の変更年月日の前々

月の初日以降新たに入院する患者から医科点数表により算定を行うものとする。）。 

（７）（略） 

（８）（略） 

 

４ ＤＰＣ制度からの退出について 

(１) ＤＰＣ制度からの退出日と診療報酬の取扱い 

① 退出日について 

ＤＰＣ制度からの退出日とは、全ての入院患者について、医科点数表により算

定を行うこととなる日をいう。 

② 診療報酬の取扱い 

ＤＰＣ制度から退出する場合は、退出日の前々月の初日以降新たに入院する

患者から医科点数表により算定を行うものとする。 

（例） ４月１日退出の場合 

ア １月 31 日以前に入院した患者は、３月 31 日までは診断群分類点数表に

て算定し、４月１日以降は医科点数表にて算定 

イ ２月１日以降新たに入院した患者は、２月１日より医科点数表にて算定 
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DPC対象病院同士の合併・分割の取扱いについて（案） 

 

１．医療機関別係数の設定方法 

 

１）複数の DPC対象病院が合併する場合 

 

係数 対応 

基礎係数 合併前の主たる病院が所属した医療機関群の基礎係数を適用 

機能評価係数Ⅱ 合併前の病院の機能評価係数Ⅱの加重平均値（症例数ベース）を適用 

激変緩和係数 合併前の病院の激変緩和係数の加重平均値（症例数ベース）を適用 

（機能評価係数Ⅰは、合併後の病院が満たす施設基準に応じて適用） 

 

２）DPC対象病院が分割し、複数の DPC対象病院となる場合 

 

係数 対応 

基礎係数 全ての DPC対象病院に DPC標準病院群の基礎係数を適用 

機能評価係数Ⅱ 分割前の病院の機能評価係数Ⅱを適用 

激変緩和係数 分割前の病院の激変緩和係数を適用 

（機能評価係数Ⅰは、分割後の病院が満たす施設基準に応じて適用） 

 

３）DPC対象病床が一定以上増減する場合 

 

係数 対応 

基礎係数 病床数増減前の病院の医療機関群の基礎係数を適用 

機能評価係数Ⅱ 病床数増減前の病院の機能評価係数Ⅱを適用 

激変緩和係数 病床数増減前の病院の激変緩和係数を適用 

（機能評価係数Ⅰは、病床数増減後の病院が満たす施設基準に応じて適用） 

※ ただし、病床が増減した次の診療報酬改定において、激変緩和係数の最大値は 0とす

る。 

  

２．前回改定以降に分割が生じた場合の医療機関別係数の設定に係る取扱い 

  分割後の医療機関別係数については、原則分割後のデータを用いて設定することとす

る。  

但し、改定に用いるデータの対象期間において、分割前の期間が長い場合は、分割前

のデータを用いて設定することとする。 

  

中 医 協  総 － ３ 

３０．３．７（抜粋） 
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ＤＰＣ合併・退出等審査会運営要綱 

 

（所掌事務）  

第１条 ＤＰＣ合併・退出等審査会（以下「審査会」という。）は、ＤＰＣ制度に参加する

医療機関の、合併、分割以降のＤＰＣ制度への継続参加の申請及び特別の理由によ

り緊急に退出する必要がある場合に、中央社会保険医療協議会総会の委任を受け、

ＤＰＣ制度への継続参加の申請及び退出の可否について、審査・決定を行う。 

 

（組織）  

第２条 審査会は、次に掲げる委員７名をもって組織する。 

一 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第一号に掲げる委

員のうち２名 

二 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第二号に掲げる委

員のうち２名 

三 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第三号に掲げる委

員のうち３名 

  ２ 委員長は前項第三号に掲げる委員の中から互選により選出する。 

  ３ 委員長は審査会を総理し、審査会を代表する。 

  ４ 委員長に事故があるときは、予め委員長が指名する委員が、その職務を代行する。 

 

（定足数） 

第３条 審査会は、第２条第一項各号に揚げる委員各１名以上を含む委員の２分の１以上

の出席がなければ会議を開き、意見の確認を行うことができない。ただし、第５条

に規定する意見書の提出があった委員は出席したものとみなす。 

 

（審査の議決） 

第４条 審査会の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

 

（欠席委員の意見提出） 

第５条 委員は、やむを得ない理由により出席できない場合は、当該議題について、予め

意見書を提出することができる。 

 

（開催） 

第６条 審査会は、必要に応じて開催するものとする。 
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（審議の公開）  

第７条 審査会は非公開とする。  

 

（審査結果の通知、不服意見書） 

第８条 審査結果は、申請のあった医療機関に通知するものとする。 

  ２ 当該医療機関は、審査会の審査結果に不服がある場合は、１回に限り不服意見書

を提出することができる。 

 

（再審査） 

第９条 不服意見書が提出された場合は、再審査を行うこととし、審査結果を当該医療機

関に通知するものとする。 

 

（報告） 

第10条 委員長は、審査結果を中央社会保険医療協議会総会に報告することとする。 

 

（庶務）  

第11条 審査会の庶務は保険局医療課において処理する。  

  

 （補足）  

第12条 この要綱に定めるもののほか、審査会の議事運営に必要な事項は委員長が定める。  

  

   附 則  

 この要綱は平成２３年１２月１６日から施行する。 

 

附 則（所掌事務、定足数の変更） 

この要綱は平成２６年１月１日から施行する。 

 

附 則（名称の変更） 

この要綱は平成２８年７月２７日から施行する。  

 


